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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転部品又は揺動部品の潤滑のための潤滑システム（１００）であって、
　オイルリザーバ（１）に配置された少なくとも１つのオイル吸入管（３）と、該オイル
吸入管（３）に接続されたオイルポンプ（４）と、該オイルポンプ（４）に接続する熱源
（７）と、前記熱源の下流側で、潤滑される部品の潤滑箇所（１１）に潤滑オイルを分布
させるためのオイルギャラリの金属筐体の金属構造環境（６３）に構造的に一体化され、
潤滑箇所にオイルを送り、その後オイルを前記オイルリザーバ（１）に戻すためのさらな
る接続ラインとを備え、
　前記潤滑システム（１００）、前記オイルリザーバ（１）、前記構造環境（１１、６３
）、及び前記熱源（７）は、マニュアル又はオートマチックのトランスミッションに封入
され、
　前記熱源（７）は、燃焼機関（４１）及び／又は電気バッテリ及び／又はインバータに
よって供給され、
　前記熱源の下流側で、前記熱源（７）と前記潤滑箇所（１１）との間を接続する少なく
とも１つの接続ライン（１０）は、その内壁に内部断熱材（１３）を備え、前記内部断熱
材（１３）の熱伝導率は、前記接続ライン又は前記構造環境（６３）の他の部分の熱伝導
率の５％以下であり、前記熱源（７）は、第１のオイル上限温度に達するときにスイッチ
をオフにされるか又は少なくともその熱出力が低下され、
　前記熱源（７）は、冷媒熱交換器（２４）を含み、前記冷媒熱交換器（２４）が前記オ
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イルリザーバ（１）に配置されるので、前記トランスミッションオイルはエンジン冷媒に
よって加熱され、前記冷媒熱交換器（２４）は、冷媒側の冷媒弁と共に設けられ、該弁は
、冷媒の限界温度より温度が低下するとき、閉じられ、前記冷媒の限界温度を超えるとき
、開かれ、
　マニュアルのトランスミッションのオイルポンプの機能は、一対の歯車の変位動作によ
って提供され、オイル圧ラインは２つの歯車面が互いに係合するように作動する側に配置
され、オイル戻りラインは前記２つの歯車面が互いから離れるように作動する側に配置さ
れる、潤滑システム。
【請求項２】
　前記内部断熱材（１３）の熱伝導率は、１Ｗ／（ｍ・Ｋ）よりも低く、
　前記接続ライン（１０）の外周は、前記接続ライン（１０）の内周の少なくとも２倍の
大きさである、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記潤滑システムの前記筐体は内部断熱材（１３）によって断熱され、前記内部断熱材
（１３）の熱伝導率は、構造環境（１１、６３）の熱伝導率の５％以下であり、及び／又
は前記オイルリザーバ（１）の熱伝導率の５％以下であり、
　又は前記オイルリザーバ（１）は、全体的又は少なくとも部分的に、１Ｗ／（ｍ・Ｋ）
未満の熱伝導率を有する断熱材から製造される、請求項１又は２に記載の潤滑システム。
【請求項４】
　前記オイル吸入管（３）と前記オイルポンプ（４）との間か、又は前記オイルポンプ（
４）と前記熱源（７）との間か、又は前記熱源（７）と潤滑箇所（１１）との間に配置さ
れ、０．０１Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満の熱伝導率を有する少なくとも５ｍｍ厚の熱リザーバ断
熱材（１７）によって包囲される高断熱の熱リザーバ（１４）を備え、
　前記潤滑システム（１００）はバイパス弁（１５）を含むことから、前記熱リザーバ（
１４）の外側で少なくとも９０℃の第２のオイル上限温度に達するときに前記熱リザーバ
（１４）はオイルで充填され、潤滑される前記部品の冷間始動時に、前記熱リザーバ（１
４）の外側の温度が高くとも５０℃の予め決定された第１のオイル下限温度を下まわると
きに前記熱リザーバ（１４）に貯留されたオイルが前記潤滑システム（１００）に搬送さ
れる、請求項１～３のいずれか１項に記載の潤滑システム。
【請求項５】
　前記熱リザーバ（１４）は、円筒状に設計され、前記熱リザーバ（１４）を２つのチャ
ンバ（１６ａ、１６ｂ）に分割する断熱材料のフリーピストン（１９）を含み、前記熱リ
ザーバ（１４）が前記第１のチャンバ（１６ａ）において少なくとも９０℃の第１のオイ
ル上限温度を超えるオイルで充填されるとき、オイル量は前記第２のチャンバ（１６ｂ）
から前記潤滑システム（１００）に押し戻され、前記オイルが、冷間始動段階において、
最大で５０℃の第１のオイル下限温度のもと、前記第１のチャンバ（１６ａ）から前記潤
滑システム（１００）に排出されるとき、前記第２のチャンバ（１６ｂ）はオイルで充填
されることから、前記オイルリザーバ（１）のオイルレベルは有意ではない程度に影響を
受けるのみであり、前記熱リザーバ（１４）は、熱源、及びヒートシンクとして必要とさ
れる場合に用いられることが可能である、請求項４に記載の潤滑システム。
【請求項６】
　前記熱源が、前記冷媒熱交換器（２４）と排気ガス熱交換器（６０）との組合せの場合
には、前記排気ガス熱交換器（６０）は前記冷媒熱交換器（２４）の下流側に配置され、
冷媒弁（２５）が冷媒回路（５７）に配置され、該弁は、冷媒の限界温度より温度が低下
するとき、閉じられ、前記冷媒の限界温度を超えるとき、開かれる、請求項１～５のいず
れか１項に記載の潤滑システム。
【請求項７】
　前記熱源（７）は、構造環境（１１、６３）を備える燃焼機関（４１）における排気ラ
イン（５５）の接続ラインを含み、
　前記熱源（７）は、燃焼機関のピストン噴射冷却を含み、ピストン噴射ノズルを介して
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前記燃焼機関（４１）のピストン（６６）に噴射されるオイルの容積流量は、エンジンの
前記潤滑システムのオイル流量の最大容積率であるが、前記オイルポンプによって搬送さ
れるオイル容積流量の少なくとも３０％に相当し、
　前記ピストン噴射ノズルを介するオイル流量の容積率は、触媒コンバータの温度が「着
火」温度限界値（作動限界温度）を下まわると直ちに低下され、オイル圧が予め規定され
た限界を下まわると直ちに前記ピストン噴射ノズルの流量の容積率が低下され、
　前記オイルポンプ（４）の容積流量は調整されることが可能であり、前記オイルポンプ
（４）の搬送量は、熱リザーバ（１４）のオイル排出温度が高くて９０℃の予め決定可能
なオイル排出限界温度より低くなり、前記熱リザーバ（１４）のオイル取込温度が少なく
とも９０℃の予め決定可能なオイル取込限界温度を超えると直ちに、前記熱リザーバ（１
４）内のポンプで注入される容積流量を増加させるために増大される、請求項１に記載の
潤滑システム。
【請求項８】
　前記熱源（７）は、燃焼チャンバ（３４）のシリンダボア（３８）とシリンダボア（３
８）の上部領域における冷媒ダクト（３７）との間の非断熱のオイルライン（３２）の少
なくとも一部を含み、前記オイルライン（３２）の下端部とシリンダヘッド（２７）のガ
スケットによって密封される前記シリンダボア（３８）の上端部との間の距離が、長くて
もシリンダストローク（３３）の５０％であり、
　前記燃焼チャンバ（３４）と前記冷媒ダクト（３７）との間に配置された前記オイルラ
イン（３２）の少なくとも一部は、内側から前記冷媒ダクト（３７）側まで片側で断熱さ
れ、前記片側の断熱材（５６）の熱伝導率は前記構造環境（１１、６３）の熱伝導率より
低い、請求項１に記載の潤滑システム。
【請求項９】
　トランスミッションオイルのための熱リザーバ（１４）を含み、前記熱リザーバ（１４
）は、相変化材料（４６）を備えるチャンバを有し、前記トランスミッションオイルを冷
媒で加熱するために、１つのユニットとして冷媒熱交換器（２４）と構造的に一体化され
、
　前記熱リザーバ（１４）と構造的に一体化された前記冷媒熱交換器（２４）は、プレー
ト型熱交換器として設計され、２つの外側の第１プレートのそれぞれは冷媒を備え、トラ
ンスミッションオイルはそれぞれの次の第２プレートの間を内側へ通過し、相変化材料（
４６）はそれぞれ次の第３プレートの間に内側に配置され、エンジンオイルはそれぞれ次
の第４プレートの間を内側へ通過し、さらなる上記の層のシーケンスが必要な限り継続さ
れ、
　前記熱交換器（１４）の種々のダクトを通過する流体の流動を制御するために、冷媒弁
（２５）及び／又はトランスミッションオイル弁が提供され、前記冷媒の温度が冷媒の第
１限界温度より低くなるとき及び前記トランスミッションオイルの温度が前記冷媒の温度
よりも高いときに前記冷媒の供給が遮断され、前記エンジンオイルの温度がエンジンオイ
ルの第１限界温度より低くなるときに、前記トランスミッションオイルの供給が遮断され
、
　前記熱リザーバ（１４）への前記トランスミッションオイルの供給は、前記エンジンオ
イルの温度が熱交換器・エンジンオイルの第２限界温度に達すると直ちに開始され、前記
熱リザーバ（１４）への前記トランスミッションオイルの供給は、前記エンジンオイルの
温度が熱交換器・エンジンオイルの第３下限温度に達すると直ちに停止される、請求項４
に記載の潤滑システム。
【請求項１０】
　エンジンオイル及びトランスミッションオイル用の排気ガス熱交換器（６０）は１つの
部品として設計され、対向流の原理で作動され、トランスミッションオイル・排気ガス熱
交換器の領域が、エンジンオイル・排気ガス熱交換器の領域から排気ガス側で下流側に配
置され、前記排気ガス・オイル熱交換器は（６０）は、排気ガスバイパスライン（３０）
と少なくとも１つの排気ガスバイパス弁（２９）を排気ガス側に備え、前記エンジンオイ
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ル・排気ガス熱交換器の領域を通過する排気ガスの流れは、予め規定されることが可能で
ある熱交換器・エンジンオイルの第１限界温度を超えるときに遮断され、前記トランスミ
ッションオイル・排気ガス熱交換器の領域を通過する排気ガスの流れは、予め規定された
熱交換器・トランスミッションオイルの第１限界温度を超えるときに遮断される、請求項
１に記載の潤滑システム。
【請求項１１】
　冷媒回路（６１）の冷媒は、０℃より高い融解温度及び少なくとも１２０℃の沸騰温度
を有する相変化材料（４６）を含み、前記相変化材料（４６）について、固体から液体へ
の相変化時に、温度上昇と共に密度が高くなり、前記相変化材料（４６）を含む前記冷媒
回路（６１）は、その他の部品への接続ラインを有しないで冷却するために燃焼機関（４
１）に一体化され、第１の前記冷媒回路（６１）は第２の冷媒回路（５７）に包囲されて
冷却され、前記第２の冷媒回路は、少なくとも－３０℃より低い融解温度を有する冷媒で
充填され、前記燃焼機関（４１）の外側に配置された部品、又は冷却器（４５）を備える
、請求項１～１０のいずれか１項に記載の潤滑システム。
【請求項１２】
　燃焼機関の冷却回路（６１）のシリンダヘッド冷媒ダクト（４２）及びシリンダブロッ
ク冷媒ダクト（４３）は、冷媒の加熱をより迅速にするために個別に設計され、冷媒の第
１の限界温度より低い暖機段階時に、前記冷媒はまずシリンダヘッド（２７）を貫流して
加熱され、そしてシリンダ・エンジンブロック（３６）を貫流し、高温の前記冷媒は壁の
熱損失を低減するためにシリンダ壁を加熱し、そこから冷媒ポンプへと通過し、
　前記シリンダヘッド（２７）において前記冷媒の第１の限界温度に達するときに、第２
の冷媒流動方向のサーモスタット（４４）が開放され、前記冷媒の流動の少なくとも一部
が前記冷却器（４５）に送達され、冷媒の第２の限界温度に達するとき、前記シリンダヘ
ッド（２７）における第２の冷媒流動方向のサーモスタット（４０）が、前記冷媒ポンプ
の取込口への接続を閉じ、前記冷媒ポンプ（３９）の排出口への接続をおこなうので、前
記シリンダ・エンジンブロック（３６）内の前記冷媒は前記シリンダヘッド（２７）内の
前記冷媒と対向する方向に流動し、混合された前記冷媒の流動が前記シリンダヘッド（２
７）及び前記シリンダ・エンジンブロック（３６）から前記冷却器（４５）を介して通過
する、請求項１～１１のいずれか１項に記載の潤滑システム。
【請求項１３】
　燃焼機関（４１）のピストン（６６）において、少なくとも１つのピストンスカート（
１０２）の内側が断熱材（１３）によって断熱され、前記断熱材の熱伝導率は前記ピスト
ンスカート（１０２）の熱伝導率の５％以下である、請求項１～１２のいずれか１項に記
載の潤滑システム。
【請求項１４】
　排気ガス熱交換器（６０）は少なくとも３つのチャンバを備え、前記熱リザーバ（１４
）と構造的に一体化され、排気ガスの少なくとも第１部分が流動可能である第１空間を含
み、前記第１空間第１分離壁で境界が形成されるか又は第１分離壁で包囲され、流動する
前記排気ガス量と接触しない前記第１分離壁の少なくとも１つの側において、相変化材料
（４６）が第２空間内に配置され、前記第２空間は第２分離壁で境界が形成されるか又は
第２分離壁で包囲され、前記相変化材料（４６）と接触しない前記第２分離壁の少なくと
も１つの側において潤滑オイルが第３空間内を貫流し、前記相変化材料（４６）の融解温
度は前記オイルの第１上限温度よりも低く、冷間始動時に前記熱リザーバ内（１４）で最
高可能温度を得ることが可能である、請求項４に記載の潤滑システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転部品又は揺動部品の潤滑のための断熱潤滑システム、特にガソリン若し
くはディーゼルエンジンなどの燃焼機関の作動部品の潤滑及び／又はトランスミッション
の潤滑に使用されることが可能な自動車の潤滑システムに関する。該潤滑システムは、例
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えば従来の駆動車両において、又はハイブリッド若しくは電気車両において、そして発電
機、加工機などの据置型設備においても使用されることができる。
【背景技術】
【０００２】
　駆動装置の、特にエンジンの作動部品或いは機械式トランスミッションの潤滑システム
は、十分に知られたものである。その目的は、作動部品同士の摩擦を低減することと、作
動部品が互いに対して作動する平滑度を向上することである。そのため、摩耗が抑えられ
、部品の加熱が低減され、そして耐用期間が延長される。また、作動部品の剛性のため、
その剛性を克服するために非生産的に使用されざるを得ない駆動エネルギーが増加し、燃
料又は電気の消費が増加するので、まず排出ガス及び作動コストが増大し、そして例えば
自動車の航続可能距離が減少する。特に、排気による汚染の減少及び低エネルギー消費は
、エンジンにとって技術的に望まれる特性であるだけでなく、世界的に見ても様々な国の
基準や制限値に見合う重要な条件である。また、駆動装置の非効率的な潤滑管理によって
、運転者に課せられる税金や義務が少なからず増加し得る。
【０００３】
　冷間始動段階において、特に０℃などの低温、又は－１５℃若しくはそれ未満などの極
低温では、用いられる潤滑媒体、特に潤滑オイルが高粘性を示し、そのため潤滑性能が低
くなるという問題が起こる。つまり、燃焼機関において、冷間（開始温度は約２４℃）か
ら開始されるＮＥＤＣテスト時の燃料消費は、ＮＥＤＣのホットテストとして既知である
約９０℃の高温状態のエンジンオイル温度で同テストがおこなわれる時より約１０％～１
５％高い。これはひとつには、潤滑オイルが低温でより高い粘性を示すためである。それ
と共に、供給されるエネルギーは高い割合で排気ガスエンタルピーとして散逸され使用さ
れない。これは全体で、供給される燃料のエネルギーの約３０％～４０％に相当する。
【０００４】
　摩擦損失を低減する１つの方法は、低温において粘性を低下させた高品質の潤滑オイル
を使用することであるが、他の可能性として、冷間始動段階において潤滑媒体を計画的で
迅速に加熱することが目的とされる。
【０００５】
　特に冷間始動段階時に、潤滑システムへと投入される熱を増大させて搬送する熱交換器
の使用の提案では、冷間始動段階時の加熱を促進することが意図される。これについて、
排気ガス・オイル熱交換器を用いたエンジンオイルの加熱により燃料消費及び排出ガスを
有意に低減することができることは、種々の出版物から既知である。これはつまり、エン
ジンオイルを加熱し、油圧を低下させる複合的な方法で排気ガス熱交換器が使用されるこ
とでエンジンの暖機段階が促進されることを意味する。しかしながら、エンジン、特にエ
ンジンオイルが、この加熱段階時に過熱されることから保護される必要があるという問題
が起こる。この理由から、追加の高性能のオイル冷却器が用いられる。だが、既知の方法
は設計において技術的に複雑であり欠陥が起こりやすく、燃料消費が多少低減されるのみ
であるので、経済的な理由から多くの場合に実際には適用されない。
【０００６】
　本明細書で一例として言及される参考文献は、独国特許第１０　２００９　０１３　９
４３Ａ号及び国際出願第ＥＰ２０１０／０５３６４３号であり、いずれも、オイル潤滑用
の少量の潤滑オイルが、大量の潤滑オイルから少なくとも部分的に分離されながら、迅速
に加熱される燃焼機関又はトランスミッションの部品を始動段階時に選択的に通過するオ
イルバイパスラインを提案している。
【０００７】
　オイル潤滑システムは日本特願第２００１－３２３８０８Ａ号に見受けられ、そこでは
オイルがオイルパンに配置されたオイル吸入管からオイルポンプによって潤滑システムに
導入され、そのオイルがオイルバイパスライン及び熱交換器を介して排気ガス系によって
加熱されることが可能である。加熱されたオイルは、断熱された中間のタンクに貯留され
、オイルパンの吸入ベル直下の供給ラインを用いて潤滑システムに戻される。
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【０００８】
　さらなる解決方法の提案が、カンファレンス資料である、Ｗｉｌｌ，Ｆ．「Ａ　ｎｏｖ
ｅｌ　ｅｘｈａｕｓｔ　ｈｅａｔ　ｒｅｃｏｖｅｒｙ　ｓｙｓｔｅｍ　ｔｏ　ｒｅｄｕｃ
ｅ　ｆｕｅｌ　ｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎ」Ｆ２０１０Ａ０７３、ＦＩＳＩＴＡカンファレ
ンス、ブダペスト、及びＷｉｌｌ，Ｆ．、Ｂｏｒｅｔｔｉ，Ａ．、「Ａ　ｎｅｗ　Ｍｅｔ
ｈｏｄ　ｔｏ　ｗａｒｍ　ｕｐ　Ｌｕｂｒｉｃａｔｉｎｇ　Ｏｉｌ　ｔｏ　ｉｍｐｒｏｖ
ｅ　Ｆｕｅｌ　Ｅｃｏｎｏｍｙ」ＳＡＥ　２０１１－０１－０３１８、２０１１年（Ｓｏ
ｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ａｕｔｏｍｏｔｉｖｅ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ）に記載されている。
【０００９】
　独国特許第１０　２０１１　００５　４９６　Ａ１号には、オイルを加熱するためにエ
ンジンから上流側に配置されたオイル回路、冷却器、及び熱リザーバを含む燃焼機関のた
めの潤滑システムが記載されている。熱リザーバは冷却器と並行に接続され、弁が冷却器
と熱リザーバとの間のオイル回路を切り替えることができる。熱リザーバへのオイルライ
ンの外部断熱は、熱リザーバがエンジンから離れて配置される場合に言及される。外部断
熱は後の段階での適用が容易であり、機械的な寸法及び断熱された領域の外観を大きく変
化させ、またその耐久性及び機械的頑健性を変化させる。さらに、外部断熱は、通常、火
に対して抵抗性が低く、故に火災安全上の問題がある。また例えばテンに齧られることで
損害になり得る。外部断熱のさらなる不利な点は表面積が結果的に増大することであり、
これは熱損失の増加をもたらす。総重量も外部断熱によって増加する。一方で、金属筐体
が内部で断熱される場合に、重量のある金属の筐体の一部がより軽量な断熱層、特にプラ
スチックに置き換えられるので、減量される。該文献では、特に金属筐体の場合ではない
オイルラインの内部断熱については言及されていない。筐体がプラスチックなどの断熱材
料で作製される場合に、金属筐体と同様の構造の強度、硬度、又は頑健性は得られないか
、又はその他の不利な点が、例えばセラミックが用いられる場合の費用高騰などが起こる
。
【００１０】
　加熱されたトランスミッションオイルを貯留するオイル潤滑システムの熱リザーバは、
独国特許第１０　２００９　０５１　８２０　Ａ１号により既知である。トランスミッシ
ョンオイルは、ばね式シリンダによってトランスミッションから貯留リザーバへ、及びそ
の逆方向へ搬送され、該トランスミッションオイルはばね力によりリザーバへ及びリザー
バから搬送されることが可能である。記載されるばね式シリンダを備えた熱リザーバは、
複雑な幾何学的及び機械的設計を包含し、相応に高価である。ばね式シリンダのため、容
積を増大させる外部断熱のみがリザーバ筐体の可能な断熱として考慮され、上述の不利な
点がもたらされる。ばね式シリンダの使用はパッシブトランスミッションの潤滑に限定さ
れる。
【００１１】
　独国特許第３０　３２　０９０　Ａ１号は、燃焼機関の暖機段階における潤滑オイルの
加熱促進方法に関し、潤滑オイルは加熱管又は熱交換器によってより迅速に加熱される。
オイルパンを冷却するか、又は周囲の空気から遮断するために、オイルパンは、必要に応
じて換気装置がフラップするか又はルーバが開閉できる調整された断熱材を備えることが
提案される。
【００１２】
　摩擦力を低減するための上述の提案の不利な点は、高い設計費用及び欠陥の生じやすさ
、並びに、特に費用に関しては単に小さいものである摩擦損失の低減であり、これはシリ
ンダブロック及びシリンダヘッド、並びに筐体（例えばオイルパンやクランクケース）の
オイルギャラリなどの冷却要素と接触すると加熱されたオイルは迅速に再び冷却されるた
めである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
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　以下の本発明の目的は、上述した先行技術の不利な点を解決し、簡易に技術的適用をお
こなうことを可能にし、特に冷間始動段階において摩擦を有意に低減する潤滑システムを
提案することである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上述の目的は独立請求項１に記載された潤滑システムによって達成される。本発明の有
利な実施形態は従属請求項の主題である。
【００１５】
　本発明において、回転部品又は揺動部品の潤滑のためのシステムは、オイルリザーバに
配置された少なくとも１つのオイル吸入管、オイルポンプ、熱源、及びさらに金属筐体に
一体化される接続ライン、特に、クランクシャフト、カムシャフト、トランスミッション
部品など潤滑を必要とする部品に潤滑オイルを搬送するためのオイルギャラリを含む。オ
イルリザーバは通常は断熱されていない解放リザーバであり、その構成及び設計はオイル
パンに対応することが可能である。少なくとも１つの接続ラインは、オイルギャラリの内
側及び熱源の下流側でその内壁に内部断熱材を備え、内部断熱材の熱伝導率は、接続ライ
ン又はオイルギャラリの残りの部分の熱伝導率の５％以下であり、好ましくは少なくとも
１Ｗ／（ｍ・Ｋ）より低いということと、第１のオイル上限温度に達するときに、熱源は
スイッチをオフにされるか又は少なくともその熱出力において低減されるということとが
提案される。接続ラインの外周は、少なくとも１か所で、接続ラインの内周の少なくとも
２倍の大きさであり得る。
【００１６】
　換言すると、本発明では、オイルポンプ後の接続ラインの少なくとも部分、つまり圧力
下にある潤滑システムの接続ラインの一部において、好ましくは熱交換器など熱源の後で
、断熱材、特に内部断熱材を備え、該断熱材は潤滑オイルから金属周囲部への熱伝達を防
止するということが提案される。結果として、圧力下のオイル量は、加熱された後に、高
い熱伝導率を有する金属周囲部に吸収される少量の熱を失うのみであり、潤滑を必要とす
る位置、特にオイルギャラリに搬送される。このように、潤滑箇所を介して潤滑されるべ
き位置に直接的に搬送されるオイルを迅速に加熱することが、摩擦の低減効果を伴って、
特に冷間始動時におこなわれる。
【００１７】
　独国特許第１０　２００９　０１３　９４３号では、シリンダヘッドのオイル戻りライ
ンとの組合せを含み、冷間始動段階の潤滑効果の向上を可能にし、そのため燃料消費を抑
える、潤滑オイルを加熱するための排気ガス・オイル熱交換器の使用について記載されて
いるが、その使用にはエンジンの複雑な設計が必要とされ、現存するエンジン構造に適用
されることはできない。とりわけ容積に対する表面積の比率が特に低い、比較的大きいオ
イルギャラリを備える強力なエンジンの場合に、排気ガス・オイル熱交換器の使用の有利
性は理解される。排気ガス熱の大部分が潤滑システムに搬送され得る小型の燃焼機関では
、容積に対する表面積の高い比率の結果として、比較的大量の熱が金属周囲部に散逸され
るので、とりわけ有利である迅速な潤滑オイルの加熱は達成されることができない。これ
について、以下の例示的な比較において示される。直径２ｍｍのオイル供給ラインが直径
１ｍｍのものと比較される場合、容積は式Ｖ＝ｌπＤ２／４で表され、ｌはオイルギャラ
リの長さであり、Ｄはその直径である。オイルギャラリの表面積は式Ａ＝ｌπＤで表され
、故に容積に対する表面積の比率はＡ／Ｖ＝４／Ｄに対応する。直径Ｄ＝２ｍｍでは、２
／ｍｍの比率である一方で、Ｄ＝１ｍｍでは数字は４／ｍｍであり、これはＤ＝２ｍｍの
数字の２倍の大きさである。つまり、直径Ｄが５０％減少すると容積に対する表面積の比
率が２倍になることを示す。結果として高容積特有の熱伝達が存在し、より大きい直径で
は、オイルギャラリを介するオイルの温度の損失はより小さくなり、潤滑箇所でのオイル
はより流動的になり得る。この効果は、より小さい燃焼室を備えるエンジンよりも特有の
高効率を有する、大きい燃焼室を備えたエンジンの設計から既知であり、つまりより大き
い燃焼室の場合に容積に対する表面積の比率がより低いことから、壁を介した様々な熱損
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失が著しく少ないためである。
【００１８】
　オイルギャラリ内側の断熱材の導入により、特に部品を潤滑にするための機能的な構造
環境の潤滑箇所、また金属環境、クランクシャフト、接続ロッド、カムシャフト、軸受、
歯車、筐体の部分、クランクの内壁のエンジンブロック、若しくはトランスミッション筐
体、又は互いに対して動作する部品によって構成される構造的な構造環境の潤滑箇所にお
いて、冷温のエンジンブロックに熱を伝達するときに、
　・断熱による熱抵抗の増加、
　・容積に対する表面積の比率の減少、
　・オイルギャラリにおけるオイル量、つまり加熱されるオイル量の低減、
　・断熱材とエンジンブロック又はシリンダヘッドとの間の接触抵抗による熱抵抗の増加
、
　という、いくつかの有利性が得られる。
【００１９】
　容積に対する表面積の比率の減少によって、金属周囲部に散逸される熱はより少なくな
る。これは、２０ｍｍの直径及び１０ｍｍの内径を有するオイルギャラリにおいて１Ｗ／
（ｍ・Ｋ）の熱伝導率を有する断熱ラインを検討した例において示される。熱伝達抵抗は
、オイルとシリンダブロックとの熱伝達係数ｈ＝４０を考慮して得られ、オイルはエンジ
ンブロックよりも２０℃高いと考えられる。この結果、熱抵抗Ｒ＝１／（ｈＡ）＝１／（
ｈｌπＤ）＝０．４Ｋ／Ｗとなる。熱抵抗は、

【００２０】
で表され、ｒ０＝外径、ｒｉ＝内径、ｌ＝オイルギャラリの長さ、ｋ＝所定の材料定数で
ある。この結果、熱抵抗Ｒｉ＝０．１ｋ／Ｗがもたらされる。４０Ｗ／（ｍ２Ｋ）の表面
伝達抵抗ｈｃから、伝達抵抗Ｒｃ＝０．４ｍＫ／Ｗがもとめられる。もとの容積と比較し
て断熱材の容積における容積に対する表面積の比率は減少するので、結果はＤｉ＝１ｍｍ
及びＤ＝２ｍｍでＶｉ／Ｖ＝（Ｄｉ／Ｄ）２＝０．２５、又は２５％となる。
【００２１】
　最終結果として、上述で用いられた値を用いて、
　・断熱は熱伝達抵抗を２５％増加させ、
　・容積に対する表面積の比率は５０％減少し、これにより熱抵抗をさらに１００％増加
させ、
　・オイルギャラリのオイル量を７５％低減し、
　・接触抵抗のため、熱抵抗はまたさらに１００％増加する、
　ということが言える。
【００２２】
　このため、総熱伝達抵抗は提示の内部断熱材のない場合よりも３．３倍大きい。この理
由から、冷間始動段階におけるオイルによるエネルギー損失が低減され、冷間始動段階の
潤滑が向上するので、優れた加熱をおこなうことが可能である。
【００２３】
　自動車技術会（ＪＳＡＥ）による刊行物２３５－２０１２５０７１では、冷間始動段階
におけるオイル加熱の向上のため、オイルリザーバのオイルが２つの部分量に分割され、
暖機段階ではオイルリザーバのオイルの一部のみが潤滑に使用されるということが提示さ
れる。同様の熱量が、減少された量のオイルに導入されると、オイルは熱量がオイル全量
に導入される場合の２倍の速さで加熱される。しかしながら、これは刊行物ＪＳＡＥ２３
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５－２０１２５０７１に記載されるように適用できないということが理解される。オイル
リザーバを２つの部分量に分割することによって、より外側に配置されより冷却されたオ
イル量では、最高温度の８５℃は４５℃に、つまり４０℃低下するが、内部のオイル量で
は、温度が８５℃から１２５℃へと同様の４０℃の上昇をすることはできないということ
がテストにおいて明らかになったという事例が示されている。内部チャンバのオイル量は
外部チャンバのものより少ないので、温度の上昇が対応して大きくなることが期待されて
いた。これもまた、内部の温度は単に０．８％の著しく少ない燃料節約をもたらす最大５
℃の上昇が可能であるのみであるので、誤解であった。内部のオイル量の熱は、主にエン
ジンブロックとクランクシャフトとの熱伝達によって散逸され、オイルがクランクシャフ
ト軸受に到達するとすぐにクランクケースの外壁に飛散されることが原因であるというこ
とが理解される。筐体及びエンジンブロックの温度は、その表面積の大きさのため、オイ
ルの温度を主に決定する。この理由から、オイルの温度は、少なくとも平均的な冷間始動
段階ではないときに、冷媒及びエンジンの温度を超えて有意に上昇することができず、燃
料消費が少し抑えられるのみである。しかしながら、断熱材の向上によりこれらの不利な
点が克服され、摩擦が有意に低減され、燃料消費が有意に抑えられ、排出ガスが低減され
る。
【００２４】
　さらに、金属筐体及び金属管路の内部断熱材により、オイルライン及び筐体が金属又は
頑健だが熱伝導性の材料から製造され、所定の外部の機械的寸法を保持することができる
。これは内部断熱材のみが適用され、外部の寸法及び設計の細部は保持されるので、現在
のユニットの再設計が避けられるためである。オイルライン及び筐体部品の内部断熱材に
よって、現在のエンジン及びユニットは、設計の変更の必要なく、より効率的になる。
【００２５】
　本発明の有利な実施形態によると、潤滑システムの筐体、特にクランクシャフト又はト
ランスミッション筐体は、内部断熱材によって断熱されてもよく、該内部断熱材の熱伝導
率は、構造環境の熱伝導率の、特に潤滑箇所、筐体、潤滑される部品、金属環境の熱伝導
率の５％以下であり、好ましくは少なくとも１Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満である。構造環境は、
潤滑システムの機能的な構造環境、即ち表面が互いに対して動作する潤滑箇所と、構造的
な構造環境、即ち金属筐体、部品、エンジンブロックなどの周囲の物体とを表す。
【００２６】
　さらなる有利な実施形態では、オイルリザーバは内部断熱材によって断熱されてもよく
、該内部断熱材の熱伝導率は、オイルリザーバの熱伝導率の５％以下であり、好ましくは
少なくとも１Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満である。代替的又は追加的に、オイルリザーバは、全体
又は少なくとも一部が、好ましくは高くても１Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満の熱伝導率を有する断
熱材料から製造されてもよい。
【００２７】
　本発明の有利な実施形態によると、潤滑される少なくとも１つの回転又は揺動部品は、
少なくとも内部断熱材及び／又は外部断熱材によって断熱されてもよく、該外部断熱材の
熱伝導率は、潤滑される回転又は揺動部品の熱伝導率の５％以下であり、好ましくは少な
くとも１Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満である。
【００２８】
　クランクケースとオイルパンとの内部からの断熱によって、また潤滑される回転又は揺
動部品の少なくとも一部の領域の断熱によって、オイルは金属環境に対して少量の熱を失
うのみであり、強く冷却されることはないが、一方で冷間始動段階におけるオイルは、例
えば排気ガス・オイル熱交換器である熱源などのより高温の熱の入力によって加熱される
。クランクシャフトの断熱によって、オイルを冷却するために利用可能な熱質量は低減さ
れ、オイルの熱を保持するために大変重要とされるクランクケース内側の断熱によって、
加熱が改善されオイルの粘性が低下される。
【００２９】
　有利な実施形態では、高断熱の熱リザーバは、特に０．０１Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満の熱伝
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導率を有する少なくとも５ｍｍの厚さの熱リザーバ断熱材によって包囲され、特にオイル
吸入管とオイルポンプとの間か、又はオイルポンプと熱源との間か、又は熱源と潤滑箇所
との間に配置されてもよく、好ましくは、２５℃の周囲温度で１００℃～８０℃の温度を
有するオイルの冷却は６時間を超える。好ましくは、熱リザーバ断熱材は真空断熱材とし
て設計されてもよい。
【００３０】
　前述の熱リザーバにおける熱貯留を向上させるために、熱リザーバのオイル接続ライン
及び／又は外装材が２０Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満の熱伝導率を有する断熱材料からなることが
有利である。プラスチック断熱材はこの目的のために有利に用いられることが可能である
。さらに熱リザーバの外装材は２重壁で設計され、０．０４Ｗ／（ｍ・Ｋ）未満の熱伝導
率を有するエアロゲルの断熱層は外装材の内壁と外壁との間の中間領域に配置されてもよ
い。またさらに、エアロゲルで充填された空間は周囲よりも低い圧力を有してもよい。こ
のため、断熱が有意に向上され、熱損失又は不要な熱の入力が防止される。
【００３１】
　本発明のさらなる有利な実施形態では、熱リザーバを備える潤滑システムをもとにして
、潤滑システムにバイパス弁が含まれることから、熱リザーバの外側で少なくとも９０℃
の第２のオイル上限温度に達するときに熱リザーバはオイルで充填され、潤滑される部品
の冷間始動時に熱リザーバの外側の温度が多くとも５０℃の予め決定された第１のオイル
下限温度を下まわるときに熱リザーバに貯留されたオイルを潤滑システムに搬送すること
が可能である。
【００３２】
　潤滑システムにおける熱リザーバの使用は数年にわたって知られており、これまでに刊
行物ＳＡＥ９２２２４４に提示されたように、特に０℃を下まわる冷間始動時に、好まし
くは車室を暖めるため、そして排気ガスを低減するためにしばしば用いられる。このよう
な熱リザーバの不利な点は、前述の２つの部分のオイルパン又はオイルリザーバの不利な
点と類似し、２４℃の周囲温度でおこなわれた実験が示すように燃料の節約は単に小さい
ものとなる。また、この種の熱リザーバが燃料消費の低減にあまり貢献しない理由につい
ての説明は、シリンダヘッド及びエンジンブロックに導入される熱がここでも直ぐに消散
されることから、２つの部分又は複数の部分のオイルパンについてのものと同様である。
しかしながら、提示の熱リザーバでは、過剰な熱が冷却系から、又は冷却器によって、又
はオイル冷却器によって熱リザーバに供給されることが可能であり、その熱が断熱材の改
善のためオイルの粘性を直ちに低下させ、また摩擦の低減に貢献するので、燃料消費が低
減されるという実施形態の上位の態様でこれを有利に解決することができる。
【００３３】
　熱リザーバを備える潤滑システムをもとにして、熱リザーバは、有利な実施形態におい
て、相変化材料、特にエリスリトール、トレイトール若しくはパラフィン若しくは類似の
ものなどの糖アルコール、又は好ましくは塩化マグネシウム六水和物若しくは硝酸マグネ
シウム六水和物などの水和物、硝酸、水酸化物、若しくは塩化物の塩で充填される、少な
くとも１つの個別のチャンバを含むことが可能である。相変化材料の融解における潜熱は
、オイルの第１の下限温度と第１の上限温度との温度差に基づいて熱リザーバが貯留でき
る熱よりも顕著に大きい必要がある。相変化材料の融解温度は特に第１のオイル上限温度
よりも低い必要があり、好ましくは、相変化材料の融解温度が１００℃よりも高いという
条件で、相変化材料は約１２０℃の融解温度を有するエリスリトールである必要があるこ
とから、冷間始動時に可能な限りの最高温度が熱リザーバに存在することが可能である。
糖アルコールは好ましくは相変化材料として用いられ、相変化材料の融解温度は１００℃
を超える。
【００３４】
　既に上述されたように、潜熱リザーバは先行技術より既知である。様々な実施形態にお
いて、潜熱リザーバには、水酸化バリウム又はケイ酸ナトリウムなどの６０℃～８０℃の
融解温度を有する塩が用いられ、そのような塩はその他の材料に対して侵食性があり、冷
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却系又は潤滑システムへの漏出を起こしうる腐食損傷を引き起こす。このため、この種の
潜熱リザーバの連続的生産は取りやめになっている。相変化材料を伴う既知の潜熱リザー
バのさらなる不利な点は、融解温度が通常は６０℃～８０℃であることであり、これは好
ましくは１２０℃であるオイル潤滑にとっての最適温度にはあまりに低すぎる。故に、塩
に基づく相変化材料を伴うそのような潜熱リザーバの使用では、冷間始動での適用におい
て、改善された潤滑特性を持続的に提供することができない。潜熱貯留媒体として、８０
℃を超える相変化温度を有する相変化材料、特にエリスリトールの使用は、エンジンオイ
ルの潤滑に最適である融解温度を有することから、これらの問題を解決する。
【００３５】
　熱リザーバを備える潤滑システムをもとにして、熱リザーバは、本発明の有利な実施形
態において、円筒の形状であり、熱リザーバを２つのチャンバに分割する断熱材料のフリ
ーピストンを含む。この方法において、熱リザーバが、第１のチャンバにおいて少なくと
も９０℃の第１のオイル上限温度を超えるオイルで充填されるとき、オイル量は第２のチ
ャンバから潤滑システムに押し戻され、冷間始動段階において高くて５０℃の第１のオイ
ル下限温度のもと、オイルが第１のチャンバから潤滑システムに排出されるとき、第２の
チャンバはオイルで充填される。このように、オイルリザーバのオイルレベルは有意では
ない程度に影響を受けるのみであり、熱リザーバは、熱源、特に加熱装置として、またヒ
ートシンク、特に冷却装置として必要とされるときに用いられることが可能である。オイ
ルの限界温度は、潤滑オイル回路内のいずれか、有利には、熱リザーバの接続点、又はエ
ンジンブロックなどからの排出位置などオイルの予期される最高温度が通常生じるオイル
の排出点の直接的な潤滑オイルのオイル温度であり得る。熱リザーバを充填する場合、熱
リザーバはオイル回路からの高温のオイルを受け取り、より冷温のオイルが放出され、故
に熱リザーバはヒートシンクとして作用する。冷間始動段階において熱リザーバを空にす
るときに、より冷温のオイルを受け取り、高温のオイルが放出され、故に熱リザーバは熱
源としての役割を果たす。
【００３６】
　潤滑される部品が高圧力下にあるとき、オイルの温度は上昇するので、断熱された熱リ
ザーバに貯留された低温のオイルの冷却効果が用いられてもよい。つまり、熱リザーバは
、オイル回路のオイルが少なくとも１１０℃の第２のオイル上限温度を超えると直ちにオ
イルを冷却するためにオイルを第１のチャンバから排出させるように、有利に設定される
ことが可能である。この場合、第１のチャンバ内のオイル温度は、第２のオイル上限温度
よりも通常低いので、熱リザーバから流出するオイルは流入するオイルよりも冷温である
。オイルの冷却はこのように効果的におこなわれる一方で、最適な潤滑効果及び粘性が得
られ、オイル回路の過熱が回避される。
【００３７】
　冷間始動段階時に、帰還する冷却オイルが貯留される加熱オイルと混合されるので、混
合温度は周囲環境とのやり取りが生じる前の熱リザーバの以前の温度より低いものとなる
ことは熱リザーバのさらなる問題である。温度の低下は潤滑特性を悪化させ、故に潤滑シ
ステムの摩擦も悪化する。この問題はフリーピストンが熱リザーバ内に提供されることで
解決され得り、熱リザーバは好ましくは円筒の形状を有し、該円筒の形状は切り替え弁に
よって相互に接続される２つの部分的なチャンバに分割されるので、予熱されたオイルは
流入される冷温のオイルと混合されない。フリーピストンはオイルの量を一定に保持する
ので、圧力比及び潤滑回路におけるオイル量に不利な影響はない。
【００３８】
　本発明の有利な実施形態によると、潤滑システム、オイルリザーバ、構造環境及び熱源
は燃焼機関、特に自動車の燃焼機関内に封入されてもよい。
【００３９】
　代替的に又は上述の実施形態の追加として、潤滑システム、オイルリザーバ、及び構造
環境はトランスミッション、特に自動車のトランスミッションに封入され、熱源は燃焼機
関及び／又は電気バッテリ及び／又はインバータによって提供されてもよい。インバータ
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は直流電気を交流に変換可能であり、またその逆も可能である。またインバータは、バッ
テリによって交流及び三相駆動部に電力を供給するために用いられる。このように、トラ
ンスミッション又は機械的パワートレインにおける潤滑媒体は、燃焼機関からの廃熱によ
って、或いは、例えば電気又はハイブリッド車両が使用される場合には、バッテリ又はエ
ネルギーを放出若しくは受け取る際に高温になる電気消費ユニットの加熱特性によって、
加熱されることが可能である。また例えば水素駆動の場合に、燃料セルを、駆動メカニズ
ム・トランスミッション用の潤滑システムを加熱するために利用される熱源にすることも
考えられる。
【００４０】
　電気モータと燃焼機関との組合せで駆動される電気車両及びハイブリッド車両では、燃
焼機関などの固有の熱源を含まないという問題があり、特に３０℃より低い温度で潤滑特
性が著しく低下し、摩擦を増大させ、燃焼消費を増加させる。例えばインバータ、燃料セ
ル、又は電気バッテリにおいて発生する廃熱は潤滑オイルを迅速に加熱するために使用さ
れるか、又は電気ユニットからの廃熱は、特にトランスミッション用の最適な潤滑温度に
到達させるために用いられてもよい。冷却回路は、トランスミッションをより迅速に加熱
するため、又はトランスミッションオイルを冷媒・オイル熱交換器で加熱するため、及び
インバータ、燃料セル、若しくはバッテリを冷却するために、トランスミッション、イン
バータ及びバッテリを接続するように例えば提供され、それにより効率が改善され、範囲
が拡大され、そして消費が低減され得る。
【００４１】
　本発明の上述の２つの実施形態における有利な展開では、熱リザーバはエンジンオイル
及びトランスミッションオイルを１つのユニットに包含し、特にエンジンオイル用に少な
くとも１つのチャンバを、そしてトランスミッションオイル用に１つのチャンバを含んで
もよい。
【００４２】
　エンジンオイル及びトランスミッションオイル用の、特にそれぞれのオイル潤滑システ
ム用の個別のチャンバを含む組合せ熱交換器に、同一のタンク部が提供されてもよく、リ
ザーバは単一の高品質断熱材を含み、設置空間をほとんど必要としない。このため、真空
断熱材を含むか、又は相変化材料で充填される高品質の断熱タンクが提供されることが可
能になり、例えば、特に２つのチャンバを２つの個別の潤滑システム用に含む。単一のユ
ニットに統合することによって、特に自動車などに起こる逼迫した空間の問題がある場合
に、総容積は著しく減少され得る。さらに部品の費用が抑えられ、またユニット全体に高
品質の断熱材が用いられ、費用が大きく下がり、この種の潤滑システムの開発における問
題を最少化することができる。
【００４３】
　さらなる有利な実施形態によると、燃焼機関の場合の熱源は排気ガス熱交換器を含んで
もよく、又は特にトランスミッションに適用される場合の熱源は冷媒熱交換器及び／又は
燃焼機関の排気ガス熱交換器を含んでもよい。冷媒熱交換器と排気ガス熱交換器との組合
せの場合には、排気ガス熱交換器は冷媒熱交換器の下流側に配置されてもよい。冷媒弁が
冷媒回路に配置されてもよく、該弁は、冷媒の限界温度より温度が低下するとき、特に一
次冷水器の作動ための冷媒回路サーモスタットの開放温度より温度が低下するとき、特に
冷媒回路サーモスタット温度よりも最大で１０℃低い温度に低下するときに閉じられ、そ
して冷媒の限界温度を超えるときに開かれてもよい。冷媒弁は、特に冷媒回路サーモスタ
ットの開放温度より低い温度、好ましくは冷媒回路サーモスタットの開放温度よりも最大
で５℃低い温度で開かれてもよい。
【００４４】
　本発明の有利な実施形態によると、トランスミッションはオイルポンプを有しないマニ
ュアルトランスミッション又はオートマチックトランスミッションであってよく、冷媒熱
交換器はオイルリザーバに配置され、トランスミッションオイルはエンジン冷媒によって
加熱される。本明細書において、冷媒熱交換器は冷媒弁を備える冷媒側に設けられ、該弁
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は、冷媒の限界温度より温度が低下するとき、特に一次冷水器の作動ための冷媒回路サー
モスタットの開放温度より温度が低下するとき、特に冷媒回路サーモスタット温度よりも
１０℃以上温度が低下するときに閉じられ、そして冷媒の限界温度を超えるときに開かれ
、特に冷媒回路サーモスタットの開放温度より低い温度、特に冷媒回路サーモスタットの
開放温度よりも最大で５℃低い温度で開かれることは有利である。
【００４５】
　車両のマニュアルトランスミッション又はオートマチックトランスミッションでは、潤
滑の向上により燃料消費が顕著に低減される。トランスミッションの潤滑用オイルは好ま
しくは冷却回路によって加熱され、特に高圧力下でオイル温度が迅速に上昇され得り、ま
たトランスミッションの高圧力により引き起こされる温度の上昇が冷却回路によって冷却
されてもよい。また、例えばＳＡＥ２０１１－０１－１１７１に記載されるように、トラ
ンスミッションオイル及び冷媒が排気ガス熱交換器によって加熱されることも考えられる
。しかしながら、冷媒熱交換器がトランスミッションオイルの加熱に直接的に用いられる
場合に、その所定の大きい熱容量のため冷媒がトランスミッションオイルよりもゆっくり
と加熱され、エンジンの摩擦及び熱損失が特に冷間始動段階時に悪化するので、冷媒回路
とトランスミッションオイルとの熱の交換によって得られる有利な形態よりも燃料消費が
増加することが不利になる。ＳＡＥ２０１１－０１－１１７１の研究では、冷媒の温度が
オートマチックトランスミッション内の潤滑オイルの温度よりもゆっくりと上昇すること
が例えば示されている。これを解決するために、潤滑システムの断熱の向上に加えて、冷
媒の温度が冷媒回路サーモスタットの切り替え温度よりも低下し、外部冷水器のスイッチ
が入るときに冷媒とトランスミッションオイルとの熱交換が中断される場合、そして冷媒
・トランスミッションオイル熱交換器を通過する冷媒の流動が、冷媒回路サーモスタット
の温度を超えるまで、つまり冷媒が十分に加温されるまで、そして特に冷媒からオイルへ
の熱交換がおこなわれて初めて、つまり冷媒回路の温度が冷媒回路サーモスタットの温度
よりわずかに下回るときまで開始されない場合に、有利になり得る。これは、熱伝達、即
ち冷媒回路による潤滑オイルの加熱は冷媒回路が対応して加熱されるまでおこなわれない
、つまりオイル回路の冷却は車両が温間駆動段階に達した時におこなわれるのみであると
いうことを確実にする。
【００４６】
　さらなる有利な実施形態によると、トランスミッション潤滑システムの場合、トランス
ミッションがマニュアルトランスミッションであり、オイルポンプ機能が一対の歯車の、
特にトランスミッションの最終駆動部の変位動作によって提供されることが可能である。
この場合にオイル圧ラインが２つの歯車面が互いに係合するように作動する側に配置され
ることは有利であり、オイル戻りラインが２つの歯車面が互いから離れるように作動する
側に配置されてもよい。
【００４７】
　オートマチックトランスミッションに類似の方法において、トランスミッションのオイ
ル温度が上昇する場合に切り替えトランスミッションもまた顕著に効率的であり、燃料消
費を低減させる。しかしながら、通常の切り替えトランスミッションは例えばオートマチ
ックトランスミッションが備えるような個別のオイルポンプを有しないので、切り替えト
ランスミッションのオイルは熱交換器を介して送られることができず、切り替えトランス
ミッションは効率的な潤滑回路を備えない。オイル回路、特にトランスミッション潤滑用
の熱源からの熱入力を提供するために追加の電気オイルポンプが提供されることが可能で
あるが、これは追加の設置空間、追加費用を必要とし、さらなる電気エネルギーを消費す
るので、潤滑の向上から起こる燃料の削減の一部が無効になる。このため、有利なさらな
る展開では、切り替えトランスミッション用の潤滑回路について、熱交換器がマニュアル
トランスミッションのオイルパンのオイルをより迅速に加熱する冷却系と連結されること
が提案される。オイルポンプ効果を作り出すため、オイルを外部オイル熱交換器に搬送す
るオイル吸入管が歯車の近傍に配置されてもよく、該歯車は互いに対向して作動し、それ
によりオイルポンプ効果に用いられ得る圧力を発生させてもよい。オイル熱交換器の戻り
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ラインはトランスミッションの最終駆動部の反対側の端部に提供され、歯車は互いから離
れるように作動し、それにより不の圧力を発生させ、オイル吸入効果が提供されてもよい
。この方法では、潤滑回路を作動するためのオイルポンプ効果が追加費用なく提供され、
外部熱源及び潤滑システムの断熱の向上によって消費削減が達成され得る。
【００４８】
　ブローバイガスは、シリンダ燃焼チャンバからピストンを介してクランクケースに送ら
れるガスであり、適切な排出基準を満たすために大気環境に直接的に放出されるべきでは
ない。通常、これらのガスはエンジンの吸気部に戻されて、触媒コンバータによってまず
浄化されて大気環境に放出される。代表的な適用は、ポジティブクランクケースベンチレ
ーション又はＰＣＶとして既知であるものに相応する。クランクシャフト排気ガス開口部
はエンジンの吸気部と連結され、ブローバイガス弁は、クランクケースを外気取込口、通
常では空気フィルタに連結するように提供される。この設計の１つの不利な点は、外気が
クランクケース内に入り込み、多くの場合に外気がクランクシャフトの温度よりも低いた
め、クランクシャフトが応じて冷却され、潤滑オイルの粘性を増加させ、特に冷間始動段
階においては摩擦の増加をもたらし、故に燃焼消費の増加を生じる。
【００４９】
　有利な実施形態では、熱源は、燃焼機関の排気ラインにおける、クランクケース又はエ
ンジンブロックへの接続ラインを含み、クランクケースは周囲の空気とクランクケースと
の間の接続ラインを有しないので、周囲の空気によって冷却されない。つまり、燃焼機関
からのさらなる排気ガスはクランクケースを貫流し、潤滑オイルの温度を低下し得るクラ
ンクケース筐体内への外気の取込は阻止される。
【００５０】
　現代の燃焼機関の多くには、特にターボ過給を備えるものにはピストン噴射冷却設備が
提供され、高速回転又は高負荷段階時に、ピストンリングの後に配置されたエンジンオイ
ルがコークス化されることを防ぐために、オイル冷却ジェットが、クランクケースから又
は接続ロッドのオイルラインにおける開口部を介して、シリンダピストンの下面に高圧で
オイルを噴射する。多くの場合に、ピストン噴射冷却はエンジンオイル圧次第で制御され
るので、例えば２ｂａｒより低い低オイル圧では、オイルは噴射ノズルを介して排出され
ず、そのためオイルポンプにより消費される機械的動力は低下する。この不利な点は、温
間駆動段階時には、ピストン噴射ノズルのオイル圧は比較的低く、ピストン噴射冷却はエ
ンジン低速のためおこなわれないということである。しかしながら、オイルはピストン噴
射ノズルを介して排出される場合に、オイルギャラリ及びクランクケース又はクランクシ
ャフトが断熱された断熱の向上と組み合わせて、オイルの加熱を著しく改善させ、オイル
の迅速な加熱がおこなわれ得る。冷却ノズルの開口が比較的小さいため、ピストン噴射冷
却の作動時に、総オイル流量のうち通常は３０％より少ない少量のみがピストン噴射ノズ
ルを通過可能である。
【００５１】
　さらなる有利な実施形態によると、熱源は燃焼機関のピストン噴射冷却を含み、燃焼機
関のピストンの下面にピストン噴射ノズルによって噴射されるオイルの容積流量は、エン
ジン潤滑システムのオイル流量の最大容積率だが、オイルポンプによって搬送されるオイ
ル容積流量の少なくとも３０％に相当する。この場合、触媒コンバータが提供されること
を考慮すると、ピストン噴射ノズルを通過するオイル流量の容積率は、触媒コンバータ温
度が「着火」温度限界値、つまり触媒コンバータの作動限界温度を下まわると直ちに低下
し、オイル圧が予め規定された限度を下まわると直ちにピストン噴射ノズルの流量の容積
率が低下、特にゼロまで低下される、ということが可能である。ピストン噴射ノズル排出
口を通過するオイル流量は、ノズルの排出断面を通常よりも大きい値に増大させることに
よって、オイルポンプを通過する総オイル流量の３０％より多くなり、エンジンの回転速
度から独立してピストン噴射ノズルを通過するオイル流量を制御することで、エンジンオ
イルへ熱を効果的に取り込むことができる。オイル噴射ノズルが冷間始動段階時に開かれ
る場合に、エンジンの最高温の部分に相当し、そして冷間始動段階における潤滑を著しく
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向上させるピストンの下面にオイルが噴射されるとオイルはより迅速に加熱されることが
可能である。
【００５２】
　燃焼機関において、多くの場合に、シリンダ壁を介してウォータジャケット冷却系へと
、冷媒回路の水冷却器を通過する熱と共に廃熱が通過する。有利な実施形態によると、熱
源はオイルラインの少なくとも一部、特に燃焼機関の燃焼チャンバと冷媒ダクトとの間の
非断熱のオイルラインを含むとよい。特にオイルラインは、シリンダボアの上部領域にお
いて燃焼機関のシリンダボアと冷媒ダクトとの間に配置され、オイルラインの下端部とシ
リンダヘッドのガスケットによって密封されるシリンダボアの上端部との間の距離が、多
くてもピストンストロークの５０％であってよい。
【００５３】
　上述の実施形態によると、燃焼チャンバと冷媒ダクトとの間に配置されたオイルライン
の少なくとも一部では、内部から冷媒ダクトの側へと片側が断熱される。片側の断熱材の
熱伝導率は構造環境の熱伝導率より著しく低くてもよく、好ましくは少なくとも１Ｗ／（
ｍ・Ｋ）未満である。オイルラインは特にシリンダの中心軸と平行に走行していてもよい
。
【００５４】
　オイルチャネルはシリンダの内壁とウォータジャケット冷却系との間に配置され、
　・オイルが冷媒より高温である場合にシリンダ壁の温度は上昇し、燃焼処理を著しく向
上して、シリンダ壁を介した熱損失を低減し、
　・オイルが断熱材として作用し、追加的にシリンダ壁の温度を上昇させ、
　・通過する潤滑オイルが著しくより強力に加熱され、摩擦を低減し、燃料消費を低減す
る、
　という様々な有利性が得られる。
【００５５】
　例えばピストン噴射冷却並びにオイルギャラリ及びクランクシャフトの断熱材との組合
せにおいて、そして特に熱リザーバの配置によって、例えば高価な排気ガス・オイル熱交
換器を省略することが可能である。
【００５６】
　オイルダクトがシリンダの中心軸に平行に配置される場合、例えば後に穴を空けるなど
、比較的容易に製造されることができる。また、カムシャフトタイマ用の軸受又はソレノ
イド弁などの弁駆動部の精密な部分が鋳型砂の残渣によって損傷を受けるリスクをもたら
し得る、中心軸に対して水平である全ダクトのシリンダジャケット用の複雑な鋳型を提供
する必要はない。さらに、オイルダクトが平行である場合に効果的に加熱されることがで
き、これは、オイルがより冷温の下端部からより高温の上端部領域に流れ、温度勾配を通
過するので、強力に加熱されることが可能であるためである。ウォータジャケット冷却系
に関してオイルダクトの片側を断熱することによって、本提案の手段の効果が有意に増大
する。
【００５７】
　さらなる有利な実施形態によると、トランスミッションオイル用熱リザーバが含まれて
もよく、これは好ましくは相変化材料を備えるチャンバを有し、トランスミッションオイ
ルを冷媒で加熱するために、１つのユニットとして冷媒熱交換器と構造的に一体化される
。
【００５８】
　熱交換器は大きい設置空間を必要とし、冷間始動段階においてタンクに貯留された高温
の流体が戻った流体と混合され、高温のオイルは冷温の潤滑オイルに置換されるので、熱
リザーバ内の全体的な温度が低下する。このため、例えばＤＥ８７１０８３０２Ａに記載
されているように、エンジンオイルの移動を制御するために多くの熱リザーバにおいて複
合的なオイルダクトが提供される。
【００５９】
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　既に大きい容積と適切な優れた断熱材とを有する熱リザーバ内の少なくとも２つの流体
用に熱交換器を組み込むことは有利である。排気ガス及び／又は冷媒は特に熱放出流体と
して考えられる一方で、エンジンオイル及び／又はトランスミッションオイルは熱吸収流
体であると考えられ得る。好ましくは、排気ガス・エンジンオイル熱交換器及び冷媒・ト
ランスミッションオイル熱交換器、並びに、例えば冷媒・トランスミッションオイル・エ
ンジンオイル熱交換器又は排気ガス・エンジンオイル・トランスミッションオイル熱交換
器などのこれらの組合せが考慮され得る。少なくとも２つの流体は相変化材料を備えたチ
ャンバによって有利に連結される。相変化材料は好ましい連結温度を設定し、高温又は冷
温を保持する補助になる。相変化材料は熱放出流体から熱を吸収することによって融解し
、熱放出流体は冷却される。温度が低下するとき、相変化材料は熱吸収流体に熱を放出す
ることで再び凍結されるので、熱吸収流体は加熱される。結果として、熱エネルギーが保
持され、熱伝達が遅延され、及び好ましい熱伝達温度になる。
【００６０】
　熱リザーバを備えるトランスミッション潤滑システムをもとにして、本発明のさらなる
有利な実施形態において、構造的に熱リザーバと一体化された冷媒熱交換器がプレート型
熱交換器として設計されることが可能であり、外側の２つの第１プレートのそれぞれは冷
媒を備え、トランスミッションオイルが内側方向のそれぞれ次の第２プレート同士の間を
通過し、相変化材料が内側方向のそれぞれ次の第３プレート同士の間に配置され、エンジ
ンオイルは内側へのそれぞれ次の第４プレート同士の間を通過し、さらに好ましくは内側
へのそれぞれ次の第５プレート同士の間に相変化材料が配置され、追加的にトランスミッ
ションオイルが内側方向のそれぞれ次の第６プレートの間を通過し、さらに、冷媒が内側
方向のそれぞれ次の第７プレートの間を通過し、上述されるようなさらなる層のシーケン
スが必要な限り継続されるということが可能である。代替的に、冷媒熱交換器は、例えば
管内に冷媒を備え、その同心円をなす外側の中空シリンダにトランスミッションオイルを
備え、さらなる同心円状の中空シリンダに相変化材料を備え、さらなる同心円状の中空シ
リンダにエンジンオイルを備える管型熱交換器として設計されることができる。必要であ
れば、管型熱交換器の同心円構造は繰り返されるか、又は管型熱交換器は曲がった経路を
とることもできる。
【００６１】
　エンジンオイル、トランスミッションオイル、冷媒、相変化材料など種々の流体が異な
る層に保持される単純なプレート型熱交換技術を用いることで、最高温の流体は相変化材
料と隣接し、相変化材料は同様にトランスミッションオイルと隣接し、トランスミッショ
ンオイルは同様に冷媒流体と隣接し、これらのすべての流体の流動は、エンジンオイルの
温度が予め規定されたエンジンオイル制限値より低くなるときにトランスミッションオイ
ルが流動を止め、そして冷媒の温度が予め規定された制限値を下まわるときに冷媒流体が
流動を止めるようにして制御され、排気ガス排出及び燃料消費の低減と共に、種々の潤滑
オイルの加温を向上することができる。
【００６２】
　熱リザーバを備えるトランスミッション潤滑システムをもとにして、さらなる有利な実
施形態において、１つ以上の弁、特に冷媒弁及び／又はトランスミッションオイル弁が、
熱交換器の種々のダクトを通過する流体の流動を制御するために提供され、冷媒の温度が
冷媒の第１限界温度、特に９０℃より低くなるとき及びトランスミッションオイルの温度
が冷媒の温度よりも高いときに冷媒の供給が遮断され、エンジンオイルの温度がエンジン
オイルの第１限界温度より低くなるとき、特に１２０℃より低くなるときに、トランスミ
ッションオイルの供給が遮断されることが可能である。
【００６３】
　熱リザーバを備えるトランスミッション潤滑システムをもとにして、さらなる有利な実
施形態において、熱リザーバへのトランスミッションオイルの供給は、エンジンオイルの
温度が熱交換器・エンジンオイルの第２限界温度に達すると、特に１２０℃を超えると直
ちに開始されることが可能である。さらに、熱リザーバへのトランスミッションオイルの
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供給は、エンジンオイルの温度が熱交換器・エンジンオイルの第３下限温度に達すると、
特に９０℃より低くなると直ちに停止されてもよい。さらに、一体化された熱リザーバへ
の冷却水の供給は、トランスミッションオイルの温度が冷媒の温度より低くなると直ちに
好ましくは開始され、一体化された熱リザーバへの冷却水の供給は、トランスミッション
オイルの温度が冷媒の温度より高くなると直ちに停止されてもよい。
【００６４】
　排気ガス・オイル熱交換器は、漏出及び火災のリスクと共に、高温及び高圧に対応する
必要があるため、比較的高価で複雑なものである。排気ガスによる侵食と汚染を防止する
ための高価な手段がとられる必要があり、また凍結し得る水の蓄積が防止される必要があ
る。単一の構造ユニットにおけるエンジンオイル及びトランスミッションオイル用の排気
ガス・オイル熱交換器の一体的設計によって、排気ガスバイパスラインが排気ガスバイパ
ス弁と共に配置され、エンジンオイルの温度又はトランスミッションオイルの温度が最大
に達するときに排気ガス・オイル熱交換器を通過する排気ガス路が切り替えられ、特に冷
間始動段階時、高圧力下において加熱が最適に制御されることができる。この方法により
、潤滑の向上もまた得られる。
【００６５】
　本発明の有利な実施形態によると、エンジンオイル及びトランスミッションオイル用の
排気ガス・オイル熱交換器は１つの部品として設計されることが可能である。熱交換器が
対向流の原理で作動すること、特にエンジンオイル及びトランスミッションオイルが対向
流で熱交換器を通過すること、好ましくはトランスミッションオイル・排気ガス熱交換器
の領域が、エンジンオイル・排気ガス熱交換器の領域から排気ガス側で下流側に配置され
ることはさらに有利である。排気ガス・オイル熱交換器は、排気ガス側に排気ガスバイパ
スラインと少なくとも１つの排気ガスバイパス弁を備え、エンジンオイル・排気ガス熱交
換器の領域を通過する排気ガスの流れは、予め規定されることが可能である第１の熱交換
器・エンジンオイルの限界温度を、特に１２０℃を超えるときに遮断されてもよい。トラ
ンスミッションオイル・排気ガス熱交換器の領域を通過する排気ガスの流れは、第１の熱
交換器・トランスミッションオイルの限界温度を、特に９０℃を超えるときに遮断されて
もよい。
【００６６】
　トランスミッション及びエンジンオイル熱交換器を、切り替え可能な排気ガスバイパス
を有する１つの筐体を備える１つのユニットに一体化することによって、オイルの加熱・
冷却は、排気ガスの流れを作用させることで制御されてもよい。つまり排気ガスの流れは
、エンジンオイル又はトランスミッションオイルが限界温度に達したときにバイパスライ
ンを通過してもよい。
【００６７】
　従来の冷媒では、燃焼チャンバ内における最高温度で冷媒が沸騰し始めるリスクの存在
という不利な点があることから、燃焼チャンバ壁の温度は、個別の部品が熱的に過負荷に
なること回避し、エンジンを局所的に過熱又は損傷することを防ぐために、制限される必
要がある。
【００６８】
　本発明のさらなる有利な実施形態によると、冷媒回路の冷媒は、０℃より高い融解温度
及び少なくとも１２０℃の沸騰温度を有し、特に固体から液体への相変化時に、密度が温
度上昇と共に上がる相変化材料を含んでもよい。この相変化材料を含む冷媒回路は、その
他の部品への接続ラインを有しないような方法で冷却されるために燃焼機関と一体化され
てもよい。相変化材料を備える第１の冷媒回路は第２の冷媒回路に包囲されて冷却されて
もよく、第２の冷媒回路は、少なくとも－３０℃より低い融解温度を有する冷媒で充填さ
れ、燃焼機関の外側に配置された部品、特に冷却器を有してもよい。
【００６９】
　相変化材料は水より高い沸騰温度を有することができるので、冷却系におけるそのよう
な材料の使用により燃焼チャンバにおけるより高いピーク温度が可能になる。しかしなが
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ら、相変化材料は所定の低い熱容量及び貧弱な熱伝導性、またはその両方を有するので、
冷媒回路には大きい冷却器、ポンプ及び接続ラインが必要とされる。さらに、高圧下の固
体状態では、廃熱が冷却器に伝達されないので、－４０℃～０℃の周囲温度で固体になる
相変化材料を使用することはできない。このため、特に例えば冷却器などの燃焼機関の外
側に配置される冷却系の部品内において達成が困難である、相変化材料の融解がまず必要
とされる。この理由から、４０℃～１２０℃の融解温度を有する相変化材料が内部冷却回
路内のみで使用されることが前述の実施形態において提案され、冷間始動段階で相変化材
料がその融解点に顕著に早く達して液体になり、冷間始動段階時に既に熱を運び去ること
が可能である。内部冷却回路は熱交換器によって外部冷却回路と接続され、例えば－３０
℃より下の融解温度を有する従来の冷媒は、外部冷却回路に使用されてもよい。こうして
内部の温度上昇による有利性が得られるが、断熱を向上した潤滑システムにおける安定的
で効果的な冷却も用いられる。
【００７０】
　加熱を改善するための個別の冷却回路を備える冷却系において、冷媒はシリンダヘッド
及びシリンダブロックを個別に通過し、これは例えばＪＳＡＥ　Ｒｅｖｉｅｗ２３（２０
０２年）ｐｐ．５０７-５１１より既知である。温間駆動段階時に、例えばシリンダブロ
ック又はエンジンブロックを通過する冷媒回路は遮断されてもよく、冷媒は、より高温で
、シリンダブロックと平行してシリンダヘッドを貫流し、そこから水冷却器に到達する。
しかしこれも、冷間始動段階時にシリンダブロック内の冷媒が移動せず、特に冷間始動時
のエンジン負荷が高いときに、局所的な過熱が起こり得るという不利な点を有しない。さ
らに、冷媒がシリンダヘッドを介したシリンダブロックへの混合された流動と共に上部か
ら下方向に、つまり下部から上方向に作用する対流の方向、即ち熱流とは対向して流動す
ることにおいて、冷媒は対流の結果として不利な方法で移動し、エンジンポンプでの流動
抵抗を増加させ、水ポンプによるさらなる機械的圧力及びさらなる電気的消費がもたらさ
れる。
【００７１】
　有利な実施形態では、燃焼機関の冷却回路のシリンダヘッド冷媒ダクト及びシリンダブ
ロック冷媒ダクトは、冷媒の加熱を促進するために個別に設計されるとよい。ここで、冷
媒の第１の限界温度より低い、特に９０℃より低い暖機段階時に、冷媒はまずシリンダヘ
ッドを貫流して加熱され、そこからシリンダ・エンジンブロックを貫流し、壁の加熱損失
を低減するために高温の冷媒はシリンダ壁を加熱し、そこから冷媒ポンプへと通過する。
冷媒の第１の限界温度に達するとき、シリンダヘッドにおける第１の冷媒流動方向のサー
モスタットが開放され、少なくとも冷媒流動の一部が冷却器を通過してもよい。冷媒の第
２の限界温度に達する、特に１００℃を超えるとき、シリンダヘッドにおける第２の冷媒
流動方向のサーモスタット、特にシリンダ・エンジンブロックの前の排出口では３方サー
モスタットが、冷媒ポンプの取込口への接続を閉じ、冷媒ポンプの排出口への接続をおこ
なうので、シリンダ・エンジンブロック内の冷媒はシリンダヘッド内の冷媒と対向する方
向に流動し、混合された冷媒の流動がシリンダヘッド及びシリンダ・エンジンブロックか
ら冷却器を通過する。
【００７２】
　従って、提示の実施形態では、冷媒はシリンダヘッドをまず経由し、シリンダヘッドの
端部でエンジンブロック内に戻るので、シリンダブロックもシリンダヘッドにおいて既に
加熱された冷媒によって加温され、故に燃焼過程において改善がおこなわれる。これは、
シリンダヘッドは通常、顕著により迅速に加温され、シリンダブロックよりも高温であり
、また部分的にはシリンダヘッドで冷却をするウォータジャケットはあまり空間をとらず
、高温の排気ガスもシリンダヘッドを経由するためであり、また、そこで廃熱の大部分が
生成される。
さらなるステップにおいて、冷媒はより迅速に加熱され得る。冷媒が十分に高温であると
き、冷媒が水冷却器を貫流するように、冷媒サーモスタットは冷媒の流動方向を変更する
ことができ、エンジンブロックが十分に高温であるとき、水冷却器が冷却を最大におこな
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うように、冷媒はエンジンブロック及びシリンダヘッドと並行に貫流することができる。
この方法で、適切な冷却及び迅速な加熱、又はエンジンブロックのさらなる加熱がおこな
われるので、潤滑オイルがより速く過熱される。
【００７３】
　潤滑システムのさらなる実施形態において、燃焼機関のピストンが少なくとも１つのピ
ストンスカートの内側で断熱材によって断熱され、断熱材の熱伝導率はピストンスカート
の熱伝導率の５％以下、好ましくは１Ｗ／（ｍ・Ｋ）より低く、また好ましくはピストン
ヘッドの内側は断熱されないことが提案される。潤滑される揺動部品の断熱材はこのよう
に提示され、冷間始動段階時に冷温のシリンダ側壁に面するピストンスカートは断熱され
るが、迅速に加熱されるピストンヘッドは断熱されない。こうして、さらなる熱量がオイ
ルに提供され、冷温のシリンダブロックに関して冷却を防止する断熱材が得られる。迅速
に加熱する為にこのように断熱されたピストンは、大量のオイルがピストンヘッドと接触
するピストン噴射冷却で特に有利である。
【００７４】
　所望の温度範囲において一時的にオイルを貯留するために熱リザーバが提供される場合
、排気ガス熱交換器は加熱及び冷却のために有利に提供され、少なくとも３つの空間又は
３つのダクト又は３つのチャンバを備えて設計されてもよく、これらは熱交換器と構造的
に一体化されることが可能である。排気ガス熱交換器は少なくとも排気ガスの第１部分が
流動可能な第１空間を含み、第１空間は第１分離壁で境界を形成するか又は第１分離壁で
包囲され、貫流する排気ガス量と接触しない第１分離壁の少なくとも１つの側において相
変化材料が第２空間内に配置されることが可能であり、第２空間は第２分離壁で境界を形
成するか又は第２分離壁で包囲され、相変化材料と接触しない第２分離壁の少なくとも１
つの側において潤滑オイルが第３空間内を貫流する。順序が対向する第１、第２、及び第
３空間又はダクトの配置順序（即ち、例えば、第１空間、第２空間、第３空間、第２空間
、第１空間、第２空間、第３空間などの順序）は、少なくとも１度、特に１度以上繰り返
されてもよい。相変化材料は、エリスリトール、トレイトール若しくはパラフィンなどの
糖アルコール、又は塩化マグネシウム六水和物若しくは硝酸マグネシウム六水和物などの
水和物、硝酸、水酸化物、若しくは塩化物の塩を含み得り、該相変化材料の融解における
潜熱は、５０℃であるオイルの第１下限温度と９０℃である第１上限温度との温度差に基
づいて熱リザーバが貯留できる熱よりも大きい。有利には、相変化材料の融解温度はオイ
ルの第１上限温度よりも低くてもよく、好ましくは、相変化材料の融解温度が１００℃よ
りも高いという条件では、相変化材料は約１２０℃の融解温度を有するエリスリトールで
あるので、冷間始動時に最高可能温度が熱リザーバ内に存在する。相変化材料を介してオ
イルと排気ガスとを非直接的に連結することを伴う、熱リザーバに一体化されたこの型の
３つのチャンバの熱交換器によって、相変化材料は熱緩衝材として作用することから、非
常に高温である排気ガスからオイルへの直接的な熱伝達が回避される。こうして、クッシ
ョン層としての相変化材料（ＰＣＭ）によってオイルの局所的な過熱が回避される。さら
に、断熱性及び密封性が向上されるので、オイルと排気ガスとの直接的な接触が阻止され
る。例えば塩化マグネシウム六水和物（ＭｇＣｌ２ｘ６Ｈ２Ｏ）であるＰＣＭ材料は不燃
性であるので、火災のリスクを低減する。排気ガス熱交換器は単純にプレート型熱交換器
として設計され、熱リザーバに一体化されることが可能である。熱リザーバの断熱材は熱
交換器を断熱するので、熱交換器自体の壁を加熱するための排気ガスを必要とすることな
く、冷間始動時の効果的な熱伝達を迅速に確実化することができる。
【００７５】
　前述の熱交換器は、好ましくは少なくとも３つの管が互いに内に挿入された管型熱交換
器として設計されてもよい。つまり、管は２重壁構造を備え、相変化材料は内側管と外側
管との間の中間領域に配置されることが可能である。このため、分離すること、コンパク
トな構造及び簡単に製造されることが容易に可能である。漏出が起こる場合、漏出はＰＣ
Ｍチャンバを超えて侵入しないので、液体が熱リザーバ内に漏れないことが確実であろう
。
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【００７６】
　一体化された排気ガス・オイル熱交換器を備える熱リザーバによる前述の実施形態の有
利な展開では、熱リザーバに一体化された排気ガス熱交換器における少なくとも１つの排
気ガス接続ラインは、セラミックラインによって熱リザーバから断熱されてもよい。これ
はさらに断熱効果を向上し、熱損失を低減する。
【００７７】
　有利な展開においては、シリンダヘッド及び／又はターボチャージャのオイル供給ライ
ンは、熱源前の下流部でシリンダブロック・オイルギャラリに接続される。さらに冷媒熱
交換器は、冷媒回路の冷媒が流動可能なシリンダヘッド及び／又はターボチャージャのオ
イル供給ライン内に配置されてもよい。シリンダヘッド及びターボチャージャオイル供給
ラインが熱源前の下流部に経路をとることによって、オイルは熱源で加熱される前の最低
可能温度を有するので、シリンダヘッド及びターボチャージャ内のオイル温度は低く維持
され得る。結果的に、特に弁駆動部において低速度の場合に混合摩擦が回避されるので、
弁駆動部における摩擦がシリンダヘッドにおいて低減される。ターボチャージャの吸入側
におけるオイル漏出のリスクは低減されるので、特に直接注入を伴うガソリンエンジンに
おいて、オイル粒子よるグロー着火の傾向が抑えられる。
【００７８】
　さらなる有利な実施形態では、オイルポンプの容積流量は調整されてもよく、熱リザー
バのオイル排出温度が高くて９０℃の予め決定可能なオイル排出限界温度より低くなると
、そして熱リザーバのオイル取込温度が少なくとも９０℃の予め決定可能なオイル取込限
界温度を超えると直ちに、熱リザーバ内のポンプで注入される容積流量を増大させるため
にオイルポンプの搬送量が増大される。上述において言及されたようなオイル回路のオイ
ル温度が比較的高い場合に、高温のオイルは低温のオイルを短絡回路のように貫流するの
で、流入する高温のオイルによって移動する低温のオイルはほとんどないということが理
解される。このため、高温のオイルの場合に、特に高温段階に、高温のオイルの流動速度
をより速くする、つまり乱流を得るためにポンプの搬送量を増大させることでオイル流動
速度を上げ、層流する低温のオイルがより円滑に移動することは有利である。
【００７９】
　さらなる有利性は以下の図面の説明により提示される。本発明の例示的実施形態は図面
に示される。図面、詳細な説明及び特許請求の範囲は組合せでの多くの特性を含む。また
、当業者は個別に該特性を考慮し、さらなる有用な組合せを作り出すであろう。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】図１は、本発明に記載の潤滑システムの第１の例示的実施形態を示す。
【図２】図２は、本発明に記載の潤滑システムの第２の例示的実施形態を示す。
【図３】図３は、本発明に記載の潤滑システムのための熱リザーバの例示的実施形態を示
す。
【図４】図４は、本発明に記載の潤滑システムのさらなる例示的実施形態を示す。
【図５】図５は、本発明に記載の潤滑システムための、燃焼機関のシリンダへッドを経由
するオイル潤滑ラインの例示的実施形態を示す。
【図６】図６は、本発明に記載の潤滑システムのさらなる例示的実施形態を示す。
【図７】図７は、本発明に記載の潤滑システムにおいて使用するための、冷媒回路の例示
的実施形態を示す。
【図８】図８は、本発明に記載の潤滑システムにおいて使用するための、部分的に断熱さ
れた燃焼機関のピストンの例示的実施形態を示す。
【図９】図９は、本発明に記載の潤滑システムのさらなる例示的実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００８１】
　同一であるか、同様のタイプの部品は図面内で同じ参照番号が使用されている。
【００８２】
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　図１は、機能的構造環境１１のための、特に、例えばオイルギャラリ、クランクシャフ
ト、軸受、又は金属周囲部及び筐体を備えるトランスミッション部品などの金属構造環境
６３などの潤滑箇所のための、本発明による潤滑システムの第１の例示的実施形態１００
を示す。この種の潤滑システムは、燃焼機関、電気車両、又はハイブリッド車両に例えば
使用されることが可能である。クランクケースは、一例として、クランクシャフト、軸受
シェル、接続ロッド及び筐体が、所定の熱伝導率により低い周囲温度でオイルから熱を引
き出す金属環境を形成するものとして考慮され得る。これらの領域、特に外気と接触する
領域の内部断熱材はオイルの加熱を促進することが可能である。
【００８３】
　図１において、潤滑オイルは、オイルシーブ２及び電気的に作動されるポンプ４を介し
て潤滑オイルが抽出されるオイルリザーバ１に貯留される。過剰な圧力を回避するために
、過圧力弁５がポンプ排出口の後に配置され、オイル潤滑回路内に過剰な圧力がかかる場
合にオイルがポンプ４を介してオイルリザーバ１に戻されることを可能にする。オイルは
、他のオイルフィルタ６、及びこの場合では熱エネルギー用の供給ライン８及びエネルギ
ー流残渣の排出ライン９を含む排気ガス・オイル熱交換器である熱源７を通過する。これ
らのラインは、例えば燃焼機関の触媒コンバータと排気部との間の供給管及び排出管であ
ってもよい。また代替的に、熱源７はオイル潤滑システムと冷媒回路との間の熱交換器で
あってもよく、そこで潤滑オイルは冷間始動段階時に強力に加熱されることが可能である
。熱源７に続いて、少なくとも１つの潤滑箇所１１を備える接続ライン又はギャラリライ
ン１０が接続され、潤滑オイルで潤滑される領域を提供し、オイルギャラリ１０のオイル
を搬送する内側部分１２がその中に経路をとる内部熱断熱材１３を含む。断熱材は内側に
向かって配置され、断面を減少させるので内径ｄは外径Ｄよりも著しく小さく、容積に対
する表面積の比率が改善され、金属環境又は構造環境１１、６３への熱エネルギー損失が
低減される。さらに、潤滑オイルと接触する内部筐体壁、揺動部品、又はその他の金属領
域には断熱層が提供される。熱源７によって加熱されたオイルが潤滑される位置へと断熱
環境を通過した後、オイルはオイルリザーバ１に戻され、回路を介する他の通路に利用さ
れる。熱源７の後のオイルギャラリ１０、潤滑箇所１１及び構造環境６３の断熱材によっ
て、シリンダへッド又はシリンダブロックなどの金属環境への熱エネルギー損失は顕著に
低減されるので、冷間始動段階における暖機、低粘性、及び摩擦の低減が得られ、結果と
して燃料消費が低減され、燃焼機関からの排気ガス排出が削減される。トランスミッショ
ンの場合には、構造環境１１、６３はオイルリザーバ及びトランスミッション筐体を備え
るトランスミッションパンであってよく、これによりパワートランスミッションが円滑に
作動される。さらに、オイルリザーバ１は断熱されてもよく、潤滑される回転部品又は揺
動部品などのさらなる部品、及びその周囲の筐体が断熱されてもよい。有利には、オイル
ポンプ４の後の領域の大部分が、特に圧力下にあるオイル回路の部分及び熱が熱源から供
給される領域が断熱される。
【００８４】
　図１に示される例示的実施形態に基づいて、図２は、図１の潤滑システム１００の構造
を土台にした本発明による潤滑システムの展開を示し、比較において使用される。図１に
示された構成に加えて、断熱された熱交換器１４は、オイルリザーバ１とオイルポンプ４
との間のオイル吸入管３に配置され、オイル吸入管３に併行して接続され、オイル吸入管
３の３／２方切り替え弁１５を介して接続されることが可能である。断熱された熱リザー
バ１４において、オイルは、熱を保持し、それと関連して粘性を低下させるために加熱さ
れた状態で一時的に貯留されることができるので、例えば潤滑箇所１１、及び筐体、部品
などの金属環境６３である断熱された構造環境において加熱が向上されることが可能であ
る。例えば冷間始動時に、余熱と、そのため周囲環境に適応するオイルリザーバ１のオイ
ルより低い粘性とを有するオイルは、熱リザーバ１４から取得されることが可能である。
この種の熱リザーバ１４は、例えば真空断熱のなどの高性能断熱材を伴って設計され、オ
イルが流出するときに流入する外部の冷温オイルと混合され、熱リザーバ１４のオイルの
混合温度は低下する。
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【００８５】
　例として図２に示されるように外部リザーバをさらに向上するために、図３に示される
ような高断熱熱リザーバ１４が使用され、円筒状に設計された熱リザーバ１４を２つの大
きな可動式チャンバ１６ａと１６ｂとに分割するフリーピストン１９を含んでもよい。冷
温のオイルは、例えばチャンバ１６ｂに流入し、高温のオイルはチャンバ１６ａ内に貯留
されてもよい。高温のオイル１６ａが引き出されるとき、断熱されたフリーピストンは左
に移動し、冷温のオイルがチャンバ１６ｂに流入して、熱リザーバ１４内の圧力比は一定
に維持されることができる。４／３方弁２０によって異なる作動モードが断熱オイルリザ
ーバ１４に設定されることが可能である。つまり引き出し位置が左位置に設定され、２つ
のチャンバの接続が中心位置に設定され、右にチャンバ１６ａが熱源７からのオイルで充
填される負荷位置が設定され、チャンバ１６ｂからのオイルがオイルリザーバ１に放出さ
れ戻されることができる。２つのチャンバは、圧力過剰を防ぐために予め張力がかかった
逆止弁２２、２３に接続されるので、１方のチャネルの圧力過剰は他方のチャンバで軽減
される。断熱材１７は、例えば真空断熱材として非常に精巧に適用されるので、２５度の
周囲温度における例えば１００℃～８０℃の温度損失には６時間を超える時間がかかる。
このため、少なくとも車両が２４時間未満の短時間放置される場合には、十分な量の高温
の潤滑オイルが冷間始動段階においても最適な潤滑が可能になるように利用可能であるこ
とを確実にする。
【００８６】
　図４は、図１に示された潤滑システム１００の構造と原理的に対応する燃焼機関用の潤
滑システムのさらなる例示的実施形態１００を示す。図１の実施形態に加えて、さらなる
熱交換器２４が、オイルフィルタ６と排気ガス熱交換器６０として設計された熱源７との
間に、２／２方弁２５を介して冷媒回路６１に切り替え可能に接続される冷媒熱交換器と
して設けられる。熱は、冷媒回路６１か又は排気ガス熱回路を介して熱源７に入力される
ことが可能である。混合気は吸入ライン２６を介してエンジンブロック３６のシリンダヘ
ッド２７に入り、その後廃ガス触媒コンバータ２８を介して排気ライン５５へと経路をと
る。３／２方排気ガスバイパス弁２９が排気ライン５５に配置され、これにより排気ガス
の流れが排気ガス／エンジンオイル熱交換器７、６０か、又は特にオイルの最低温度に達
するときに排気ガスバイパスライン３０を介して直接的に排気管３１を通過する。この方
法で、２つの切り替え弁、つまりオイル回路においてオイルリザーバ１から下流の方向に
配置される冷媒弁と、オイルギャラリ１０及び部品６３及び潤滑される潤滑箇所１１の方
向で上流側に配置される排気ガス熱交換器７、６０とを介して、熱はエンジンオイルに供
給されることが可能であることから、加熱され、故に高流動性のオイルは、オイルがオイ
ルリザーバ１に戻る前に潤滑を必要とする部分に、高断熱されたオイルギャラリを介して
構造環境１１、６３へと搬送される。
【００８７】
　図５ａは、エンジンブロック３６並びにクランクシャフト６７、接続ロッド６４及びピ
ストン６６を備えるシリンダなどの部品、並びにシリンダブロック及び内部及び外部弁を
備えるシリンダヘッド２７を有する燃焼機関４１を概略的に示す。エンジンブロック３６
はシリンダの中心軸５８を有し、シリンダヘッド２７はシリンダヘッドフランジ３５及び
燃焼チャンバ３４を含む一方で、エンジンブロックはシリンダボア３８を含み、シリンダ
ボア３８では接続ロッド６４がクランクシャフト６７をピストン６６に接続する。シリン
ダジャケットは、例えば図５ｂの冷媒ダクト３７に示されるように、冷媒用にダクト３７
を備えるウォータジャケット冷却系６５を有する。
【００８８】
　図５ｂ及び図５ｃでは、潤滑システムのオイルの経路ライン３２の２つの例示的実施形
態のみが示されており、これは燃焼チャンバ３４の上部領域を、外部及び内部シリンダ壁
６２とウォータジャケット冷却系６５の冷媒ダクト３７との間で、シリンダストローク３
３の半分の位置において延びている。燃焼チャンバ３４は、シリンダにおける半シリンダ
ストロークの上部領域に配置され、最も迅速に加熱される燃焼機関４１の部品に相当し、
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潤滑オイルが特に効果的に加熱されることを可能にし、また、特に冷間始動段階時に潤滑
の向上のための熱源７としての役割を担う。ここで、図５ｂは、シリンダ壁の熱を吸収し
、燃焼チャンバ３４を冷媒ダクト３７から断熱することが可能である非断熱オイルライン
３２を示す。図５ｃは、片側で断熱されたオイルライン３２、５６を示すさらなる実施形
態を提示し、オイルの経路ラインは、冷媒ダクト３７に関して片側で断熱されるので、よ
り迅速に加熱され、冷媒ダクト３７からのシリンダ壁６２の優れた断熱を提供することが
でき、一方でシリンダ壁６２の内部の熱はオイルに伝達されることが可能である。
【００８９】
　図１の実施形態に基づいて、図６は、図１に提示される部品に加えて、熱源７の後のオ
イル潤滑ラインの加圧領域における高断熱熱リザーバ１４を含み、オイルギャラリ１２を
備えた断熱構造環境１１、６３の前に配置されるさらなる潤滑システム１００を示す。加
熱オイルは、熱リザーバ１４に３／２方弁１５を介して切り替え可能に取り込むことがで
き、例えば冷間始動段階において、必要であれば再び放出されることが可能である。図２
に示される実施形態とは異なり、熱リザーバ１４がオイル潤滑システム１００の加圧領域
に配置されるので、特に多くても１日又は２日の短期間のみ停止した後に始動するときに
、熱源７によって最初に必ずしも加熱される必要のない高流動及び高温のオイルが潤滑に
利用可能である。図２に示される熱リザーバ１４とは対照的に、図６に示される熱リザー
バ１４は高圧用に設計され、異なって設計されることが可能である。
【００９０】
　図７は、冷媒がシリンダヘッド２７及びエンジンブロック・シリンダブロック３６を介
して２つの冷媒ダクト３７に沿って燃焼機関４１を通過することのできる冷媒回路６１を
示す。冷媒回路の熱は、冷却器４５を介して第２の冷媒回路５７又は空気の流動に伝えら
れる。冷媒ポンプ３９は冷媒を冷媒回路５７内に循環させ、２つの切り替え弁、即ち冷媒
流動方向の２／２方サーモスタット４４及び冷媒流動方向の３/２方サーモスタット４０
は、シリンダヘッド２７及びエンジンブロック３６を介した冷媒流動の方向と種類とを決
定する。
【００９１】
　図７ａは、例えば冷間始動段階において、冷媒は冷媒ポンプ３９を介して、まずシリン
ダヘッド２７を貫流し、冷媒流動方向のサーモスタット４４が閉じられるときにエンジン
ブロック３６を貫流して戻るので、外部冷却がおこらない閉回路が形成され、冷媒はシリ
ンダヘッド２７及びエンジンブロック３６の冷媒ダクト３７を反平行に貫流する。
【００９２】
　図７ｂは、まず、冷媒がシリンダヘッド２７を貫流し、その後エンジンブロック３６を
通過して冷媒ポンプ３９へと、また部分的に水冷却器４５を通過して、反平行に分岐して
戻るので、シリンダヘッド２７は十分に冷却される一方で、エンジンブロック３６はあま
り冷却されないという、部分的な負荷領域のための第２の切り替えの可能性を示す。
【００９３】
　図７ｃは、全負荷で作動させるための第３の切り替えの変形を示し、第１の冷媒方向の
サーモスタット４４が開放され、第２の冷媒方向のサーモスタット４０も開放されるので
、冷媒はシリンダヘッド２７とエンジンブロック３６とを平行に貫流でき、冷却容量を最
大に利用可能である。図７ａ、図７ｂ、及び図７ｃの切り替えの変形に示される３つの構
成は、燃焼機関の様々な負荷段階又は冷間及び熱間始動段階時に作動されることができ、
図７ａは冷温間段階時に迅速に加熱するために使用され得る。図７ｂは、中間的作動段階
における低冷却効果を示し、一方で図７ｃは、最大の冷却効果を有する冷却回路を示すこ
とから、潤滑システムのオイルはあらゆる負荷状態において迅速に加熱され、低粘性及び
最適な潤滑効果を得ることができる。
【００９４】
　さらに、図８は、ピストンスカート１０２を内部シリンダ壁６２から断熱するピストン
スカート１０２の内側の環状断熱材１３を含む、燃焼機関４１のピストン６６を示す。断
熱材１３の熱伝導率は、ピストンスカート１０２の熱伝導率の５％以下である。ピストン
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スカート１０２とは対照的に、ピストンヘッド１０３の内側は断熱されていない。結果的
に、ピストンヘッドは冷間始動段階時に素早く加熱されることが可能であり、ピストン噴
射冷却が使用される場合に、例えばピストンの下面に噴射されるオイルは著しく素早く加
熱されることができる。
【００９５】
　図９は、図１の実施形態に大部分が対応する、さらなる例示的実施形態の潤滑システム
１００を示す。燃焼機関の構造環境の潤滑箇所１１は、オイルギャラリ１０を介して潤滑
オイルが供給される、オイルを搬送する内側部分１２を備えたオイルギャラリ１０を含む
。オイル供給ライン１０４はオイルギャラリ１０から分岐し、シリンダヘッド２７を潤滑
する。ターボチャージャも潤滑することができる、シリンダヘッド２７のオイル供給ライ
ン１０４は、熱源７としての排気ガス熱交換器６の下流で、シリンダブロックオイルギャ
ラリ１０に接続される。冷媒熱交換器２４は、シリンダヘッド２７のオイル供給ライン１
０４に配置される。冷媒熱交換器２４は、必要とされるような潤滑オイルの冷却又は加熱
をすることが可能な冷媒回路６１の供給部及び戻り部６１ａ、６１ｂに接続される。冷媒
調整弁２５は冷媒熱交換器２４における熱交換を調整する目的のために設けられる。
【００９６】
　断熱オイルラインは、オイルポンプの後、つまり加圧ライン領域に配置されるオイル供
給領域に配置されるということが言及される必要がある。該ラインは、少なくとも所定の
領域では、ラインの内径より大きいので、容積に対する表面積の比率が改善されることが
可能である。断熱材は、好ましくはプラスチック又はセラミックからなり、壁の内側又は
外側に配置されることが可能である。接続ラインの断熱領域の熱伝導率は、周囲の金属構
造又はオイルギャラリの熱伝導率の５％以下であり、特に鋼又は鋳鉄は約５０Ｗ／（ｍ・
Ｋ）の熱伝導率を有するので、断熱領域は２．５Ｗ／（ｍ・Ｋ）、好ましくは１Ｗ／（ｍ
・Ｋ）以下の熱伝導率を有する必要がある。
【００９７】
　断熱されるさらなる領域は、供給ライン及び潤滑箇所に加えて、特にトランスミッショ
ン筐体、又は燃焼機関におけるクランクケース、オイルパン、及びオイルギャラリを含む
。クランクシャフト、クランクシャフト軸受、クランクケース、カムシャフト、軸受、歯
車軸、及び歯車は、特に回転部品又は揺動部品の断熱を考慮する必要がある。好ましくは
、断熱される領域は、その機能が使用されるとき、通常はオイルで湿潤されている領域で
ある。外気がクランクケース内に入り込まない場合が有利であるので、冷外気に対して閉
じられ、多くてもブローバイガスが生じるものの、加熱の増大又は促進を可能にするため
に外気はクランクケースを貫通しない。
【００９８】
　エンジンオイル及びトランスミッションオイル、並びに／又はエンジンオイル及びトラ
ンスミッションオイル用の２つの熱リザーバのための２つの熱交換器の組合せによって、
１つのユニットで高品質の断熱が得られ、漏出又侵食について高品質の部品を得ることが
できる一方で、重要である断熱空間が削減される。相変化材料が冷却回路に使用される場
合には第２の包囲冷却回路を設けることも可能であり、第１の冷却回路はより高温で作動
され、第２の冷却回路は内部冷却回路の冷却を目的とし、相変化材料の凍結又は固体状態
が防止されるので、外部が著しく低温であっても作動特性を得ることができる。
【符号の説明】
【００９９】
　１：オイルリザーバ
　２：オイルシーブ
　３：オイル吸入管
　４：オイルポンプ
　５：過圧力弁
　６：オイルフィルタ
　７：熱源
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　８：エネルギー流供給
　９：エネルギー流残渣の排出
　１０：オイルギャラリライン
　１１：構造環境としての潤滑箇所
　１２：オイルギャラリにおけるオイルを搬送する内側部分
　１３：断熱材
　１４：熱リザーバ
　１５：バイパス弁
　１６：オイルチャンバ
　１７：熱リザーバ断熱材
　１８：供給ライン
　１９：分離型自由浮動ピストン・フリーピストン
　２０：切り替え弁
　２１：排出ライン
　２２：予め張力がかかった逆止弁１
　２３：予め張力がかかった逆止弁２
　２４：冷媒熱交換器
　２５：冷媒弁
　２６：吸入ライン
　２７：シリンダへッド
　２８：触媒コンバータ
　２９：排気ガスバイパス弁
　３０：排気ガスバイパスライン
　３１：排出管
　３２：非断熱オイルライン
　３３：半シリンダストローク
　３４：燃焼チャンバ
　３５：シリンダヘッドフランジ
　３６：エンジンブロック
　３７：冷媒ダクト
　３８：シリンダボア
　３９：冷媒ポンプ
　４０：第２の冷媒流動方向のサーモスタット
　４１：燃焼機関
　４２：シリンダヘッド冷媒ダクト
　４３：エンジンブロック冷媒ダクト
　４４：第１の冷媒流動方向のサーモスタット
　４５：冷却器
　４６：相変化材料
　４７：エンジンオイル
　４８：トランスミッションオイル
　５０：弁カバー
　５１：空気フィルタ
　５２：絞り弁
　５３：エンジン通気弁
　５４：通気ライン
　５５：排気ガスライン
　５６：片側断熱
　５７：第２冷媒回路、空気流
　５８：シリンダ中心軸
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　６０：排気ガス熱交換器
　６１：冷媒回路
　６２：内部シリンダ壁
　６３：構造環境としての筐体、金属周囲部
　６４：接続ロッド
　６５：ジャケット冷却部
　６６：ピストン
　６７：クランクシャフト
　６８：カムシャフト
　１００：潤滑システム
　１０２：ピストンスカート
　１０３：ピストンヘッド
　１０４：シリンダヘッドオイル供給ライン

【図１】 【図２】
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